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(14 年度)(抄) 

 
１．事業目的 

 ＩＭＯ(国際海事機関)では、SOLAS 条約第Ⅴ章(航行の安全)の全面的な改正を予定

しており、2002 年７月１日から適用することとしている。そのなかで安全関連機器

についての耐久性等については、国際電気標準会議の規格 IEC60945(第３版、近々発

効される第４版を含む。)が適用される予定になっている。 

 この規格によると、これらの機器に対する我が国現行の型式承認試験基準、また、

船級協会の基準とは試験範囲が異なるうえ、試験条件もより過酷なものとなってい

る。このため、本事業ではこれらの新基準への対応策として所要の調査研究を行い、

新基準への適合性を検証するとともに、対応策を取りまとめ、現行機器についての

改善方策を検討し、船舶の安全性の向上に寄与することとする。 
 

２．事業の内容(計画) 

（１）船舶に装備されている安全航行に不可欠な自動化機器等を供試品として所

要の試験を行い、更に、環境要件への改善方策の検討のための資料を得る。 

（２）14 年度は、環境試験により誤作動を起こした機器について、原因究明のう

え対策を行い、改めて試験を実施し、試験結果の解析評価を行い、改善方策

を取り纏める。 
 
３．事業の実施結果及び成果 

3.1 実施結果 

 平成 14 年度事業計画にもとづき、事業遂行にあたり「舶用自動化機器等の国際

的な環境規制に対応するための調査研究委員会」を３回開催し、所要の審議、検

討を行い、所期の成果を挙げた。 

 この間、作業部会を４回開催し、供試品について、各種環境試験の方法及び試

験結果の評価、検討等を行った。 
（１）環境試験により誤作動を起こした機器について、原因を究明のうえ対策を

行い、次のとおり、改めて環境試験を実施した。 
①温湿度試験時に誤作動を起こした「液晶表示器(LCD)」 
数社の同型式の製品について再現性の確認試験を行い、1機種について同

様な誤作動が発生したため、必要な防湿対策を施したうえ、再試験を実施

して温湿度に起因する誤作動対策を取りまとめた。 
(参考)液晶表示器の防湿度対策結果を写真１に示す。 



②振動試験時に誤作動を起こした「電源パネル」 

防振対策を施したうえ、再試験を行い振動に起因する誤作動対策を取り

まとめた。 
(参考)電源パネル取付け金具の防振対策を写真２に示す。 

（２）舶用化対策の検討 
「液晶表示装置(LCD)」に見られるように、温湿度試験で誤作動を起こした汎

用性の高い機材について、海上と陸上との環境状況の相違を念頭におき、防湿

対策、塩害対策等を検討し、必要な対応策を取りまとめた。 
 

これらの結果をもとに、２か年にわたる事業成果を報告書に取りまとめた。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

（変色した誤作動状態）                （正常な状態） 

写真１ 液晶表示器の防湿度対策 

 
 

 

 

 
 
 
 
 

（対策前）                    （対策後） 

写真２ 電源パネル取付け金具の防振対策 

 



3.2 事業の成果 
平成 14 年度は、２ヵ年事業の最終年度として、平成 13 年度実施した船舶の
安全航行に不可欠な航海機器及び自動化機器の代表機器 4 機種（遠隔操縦装置
用の「電源パネル」、「液晶表示器(LCD)」、発電機並列運転用の「自動同期投入
装置」及び船灯のうち「紅色閃光灯」）の環境試験結果の解析・評価をもとに、

誤作動を起こした改善対策を必要とする２機種(「電源パネル」及び「液晶表示
器(LCD)」)について、更に環境試験を行い、その結果を解析・評価した。 
また、「液晶表示器(LCD)」等の汎用製品の舶用化対策を検討し、これら自動
化機器等の国際的な環境規制に対する対応策を取りまとめることができた。 
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